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歳入総額
77億24万円

歳出総額
71億9,644万円

町税
14億4,010万円

繰越金
5億7,391万円

繰入金
2億1,031万円

地方交付税
17億8,794万円

人件費
8億1,679万円

扶助費
5億2,248万円

公債費
6億4,825万円

普通建設事業費
3億8,606万円

災害復旧費
15億2,784万円

物件費
11億434万円

積立金
9億2,360万円

補助費等
7億4,824万円

繰出金
4億2,056万円

国庫支出金
21億4,249万円

県支出金
5億2,126万円

地方債
5億4,960万円

その他　2億4,341万円
分担金及び負担金 6,213万円
使用料及び手数料 6,259万円
財産収入 302万円
寄附金 411万円
諸収入 1億1,156万円

その他　2億3,123万円
地方譲与税 8,170万円
利子割交付金 267万円
配当割交付金 156万円
株式等譲渡所得割交付金 37万円
地方消費税交付金 11,309万円
自動車取得税交付金 2,279万円
地方特例交付金 676万円
交通安全対策特別交付金 229万円

その他　9,829万円
貸付金 6,180万円
投資及び出資金 2,076万円
維持補修費 1,573万円

自主財源
32.0％

義務的経費
27.7％
投資的経費
26.6％

その他の
経費
45.7％

依存財源
68.0％

平
成
25
年
度
も
引
き
続
き
、
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興

に
向
け
た
経
費
に
よ
り
大
規
模
な

予
算
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模
と
な
り
ま
し
た
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７
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平
成
24
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％
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高
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納
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す
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一
方
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予
定
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設
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に
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す
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住
宅
建
設
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，

０
５
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な
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た
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町
の
財
布
の
中
身
を
お
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ら
せ
し
ま
す

今
月
号
で
は
、
鏡
石
町
財
政
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の
作
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及
び
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関
す
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よ
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ら
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ま
す
。

な
お
、
町
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
、
詳

細
な
決
算
の
情
報
を
お
知
ら
せ
し
て
い
ま

す
の
で
、
ご
覧
く
だ
さ
い
。

平成 25 年度
財政公表

震
災
関
係
費
に
よ
る

大
規
模
な
決
算

【健全化判断比率】
①実質赤字比率
一般会計などの実質収支は黒字であり、実質赤字比率は該当あ
りませんでした。
②連結実質赤字比率
一般会計などの実質赤字、公営企業会計の資金不足は発生して
おらず、該当ありませんでした。
③実質公債費比率
標準財政規模に対する一般会計などが負担する元利償還金など
の割合は、17.3％で前年度に比べ 1.2％減少しました。
④将来負担比率
標準財政規模に対する一般会計などが将来負担すべき実質効的
な負債の割合は、86.1％と前年度に比べ 33.1％減少しました。

【財政用語の解説】
【一般会計】
町の中心となる会計で、行政を
運営するための基本的な経費を
計上した会計のことです。

【地方債】
事業を行うため町が借入れるお
金のことです。

【扶助費】
社会保障制度の一般として、児
童、老人、生活困窮者を援助す
るための経費のことです。

【標準財政規模】
町の一般財源の標準的な大きさ
を示す指標のことです。

平成 24年度決算に基づく財政健全化判断比率は
いずれの指標についても黄色信号の目印となる早期
健全化基準を下回りました。
財政健全化判断比率の状況

指　　標 健全化判断比率 早期健全化比率
①実質赤字比率 － 15.00%
②連結実質赤字比率 － 20.00%
③実質公債費比率 17.3% 25.0%
④将来負担比率 86.1% 350.0%

鏡石町の財政健全化判断比率の公表

平成 25 年度各会計現計予算状況

平成 24 年度各会計決算状況各会計町債残高の状況（町の借金残高）

基金積立金現在高の状況（町の貯金残高）

会 計 区 分 予 算 現 計

一 般 会 計 82億3,875万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 14億1,002万円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 8,944万円

介 護 保 険 特 別 会 計 6億9,798万円

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 301万円

工 業 団 地 事 業 特 別 会 計 4,903万円
鏡 石 駅 東 第 １ 土 地
区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 1億8,690万円

育 英 資 金 貸 付 費 特 別 会 計 931万円

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 6億2,236万円

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1億 32万円

小　　　計 114億　712万円

上 水 道 事 業 会 計

収 益 的 2億3,525万円

資 本 的 4億4,760万円

計 6億8,285万円

合　　　計 120億8,997万円

会 計 区 分 歳　　入 歳　　出
一 般 会 計 77億     24万円 71億9,644万円
国民健康保険特別会計 17億5,609万円 17億1,158万円
後期高齢者医療特別会計 8,359万円 8,267万円
介 護 保 険 特 別 会 計 7億9,728万円 7億8,534万円
土地取得事業特別会計 300万円 300万円
工業団地事業特別会計 1億2,901万円 1億2,673万円
鏡 石 駅 東 第 １ 土 地
区画整理事業特別会計 8,141万円 8,003万円

育英資金貸付費特別会計 1,065万円 1,065万円
公共下水道事業特別会計 6億3,434万円 5億5,130万円
農業集落排水事業特別会計 8,336万円 8,294万円

小　　　計 112億7,896万円 106億3,067万円

上水道
事業会計

収益的 2億3,455万円 1億9,464万円
資本的 1億6,951万円 2億6,410万円
計 4億 406万円 4億5,874万円

合　　　計 116億8,302万円 110億8,941万円
※上水道事業会計の資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、　
建設改良積立金等で補てんした。

会 計 区 分 町 債 残 高
一 般 会 計 49億　971万円
駅東土地区画整理事業特別会計 1億7,177万円
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 36億4,008万円
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 4億6,415万円
上 水 道 事 業 会 計 9億9,196万円

合　　　計 101億7,767万円
平成 24年度末現在

基 金 区 分 現 在 高
財 政 調 整 基 金 5億8,719万円
減 債 基 金 7,073万円
役 場 庁 舎 新 築 事 業 基 金 7億5,317万円
東 日 本 大 震 災 復 興 交 付 金 基 金 5億8,560万円
そ の 他 10億4,133万円

合　　計 30億3,802万円
平成 25年 5月 31日現在

町民１人あたりの納めたお金
合計　１人当り　111,853 円

固定資産税

町民税

町たばこ税

軽自動車税

入湯税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 63,078

　　　　　　　　　　　　　39,525

　　 7,290

 1,957

3

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

町民１人あたりに使われたお金
合計　１人当り　558,947 円

議会費
総務費
民生費
衛生費

農林水産業費
土木費
消防費
教育費

災害復旧費
公債費
その他

（単位：円） （単位：円）
6,505
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　114,654
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  92,657
　　　　　　　　　　　 53,131
　　　　23,265
　　　　　　 32,897
　　　　 24,437
　　　　　　　35,517
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　118,667
　　　　　　　　　　  50,287
6,930
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